
様式第１号 令和７年度 部の運営方針管理書 

 

部 局 名 財政部 

部 局 長 名 中光 啓子 

部の運営方針 ・厳しい財政状況が続く中、持続可能な財政運営を図るため、中期財政計画を指針として、限られた財源を効率的・効果的に活用しながら、計

画的な予算の編成と執行を進めます。 

・予算編成では、経常的予算において多額の収支不足が見込まれるため、歳入に見合った歳出が基本であるとの認識のもと、持続可能な財政

運営に向けて一層の財源確保と、経常的経費の抜本的な見直しに取り組みます。 

・予算編成状況や決算状況、財務書類、財政白書、健全化判断比率等の公表など、市の財政状況を広報やホームページなどを通じて市民にわか

りやすくお知らせします。 

・市の歳入の根幹をなす市税の確保に向け、税目ごとに的確な賦課・徴収を行い、自主財源の確保に努めます。市税の徴収では、滞納整理等の

強化に向けた取り組みを進めます。また、個人市民税の特別徴収の推進に引き続き取り組むとともに、納付方法の拡充やその周知を図り徴

収率の向上に努めます。 

・財政調整基金の活用について長期的な視点も含めて検討し、持続可能な財政運営を目指します。 

・各種税証明書の発行手数料等のキャッシュレス決済への対応について、引き続き周知していきます。 

・ファシリティマネジメントを推進するため、公共施設等総合管理計画及び各所管部局において策定した個別施設計画を踏まえ、その基本方

針に沿って施設の適正な管理を推進します。 

・固定資産台帳の更新等により公有財産情報を管理し、公有財産の有効活用と適正な管理を推進します。 

・契約制度を適切に運用し、さらに契約の適正化を図ります。 

 



様式第２号

：

１．課の目標（部の運営方針に基づいた取組方針）

令和７年度

課の目標管理書

課 名 財政課

・財政運営の健全性を確保するための指針となる中期財政計画では、地方税制や社会保障制度の改

正、景気動向に伴って変動する税収等の財源を的確に捉えていきます。また、第２期実施計画に位

置付けた事業を進めるための財源を確保するとともに、新たに発生する財政需要に対応できるよう

適切な見直しを行っていきます。

・予算編成では、経常的予算において収支が非常に厳しい状況となっているため、歳入に見合った

歳出が基本であるとの認識のもと、持続可能な財政運営に向けて一層の財源確保と、経常的経費の

抜本的な見直しを行います。また、引き続き国・県支出金に関する情報収集に努め、積極的な活用

を図ります。

・財政調整基金の活用について長期的な視点も含めて検討し、持続可能な財政運用を目指します。

・市の財政状況や予算編成状況について、市民により深く理解していただくために、広報・ホーム

ページ・出前講座を活用してお知らせします。

・複式簿記を前提とした統一的な基準による財務書類等については、関係課（会計課、資産管理

課）との調整を図りながら作成し、予算編成等での活用方法について検討していきます。



様式第４号 令和 7 事務事業評価表

１．事業概要

２．事業費及び人工（Plan＆Do）

３．指標及び実績値（Plan＆Do）

令和９年度

４．事業に対する評価（Check）

５．今後の方向性（Action）

基本計画における

位置づけ

基本施策名 効率的・効果的な行財政運営の推進

施策の展開内容
多様化する市民ニーズや社会情勢の変化を的確に捉え、財源の確保と効率的かつ効果的な事業の実施に努め、持続

可能な行財政運営を進めます。

事務事業の目的

・概要

・限られた財源を効率的・効果的に活用するため、当初予算編成にあたっては、社会情勢の変化に対応した経常的経費の適切な配分と、事業の必要性や優

先度を踏まえた政策的経費の計画的な選択を進めます。

・当初予算編成後には中期財政計画の見直しを行い、中期的な財政見通しに基づく計画的な財政運営を進めます。

・決算後はその状況を財政白書等にまとめ、わかりやすい内容で提供するとともに、国の定める統一的な基準による財務書類を作成し、財政運営に活用し

ます。

年度 事業コード： 918

事業名及び

担当部署等

事務事業名 健全で安定した財政運営

担当部署名 財政部　財政課

（事前評価）

関連する市の計画等 中期財政計画、第４次総合計画第２期実施計画、予算編成方針、予算要求基準

当該年度

実施事業（Plan）

指：指定事務事業

決算事務

債務負担行為支払事務

財政事務

統一的な基準による財務書類の作成

中期財政計画の見直し

継続費設定事業

補助金事務

予算編成

財政情報の提供

債務負担行為設定事業
新財務会計システム整備　R3～R9年度　167,359千円、財務会計システム保守業務委託　R4～R8年度　23,364千円、財務会計システム改修業務委託　R7～R8年度

2,277千円

年度 区分 事業費(千円)
過年度繰越分

事業費(千円)
年度

人工

正職員 会計年度等

6.85 0.00

令和6年度 決算見込額 218,342 0 令和6年度  (年度末時点） 6.85 0.00

令和5年度 決算額 378,821 0 令和5年度  (年度末時点）

決算額
年度末時点

当初予算額 114,415 0

令和7年度

4月1日時点

活動

指標
標準財政規模に対する財政調整基金残高の割合 %

目標値 10 10

次年度へ繰越

種別 内容 単位 区分 令和3年度 令和4年度

令和7年度

実績値 12.6 16.8

6.75 0.00
補正後予算額

10 10

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

15.2

10 10 10

10 10 10 10 10

32

目標値

成果

指標

中期財政計画における計画２・３年度の経常収

支の平均
百万円

目標値 10 10

実績値 -130 -231

実績値

実績値

目標値

目標値

実績値

　
目標値

実績値

評価区分 評価についてのコメント

今後の方向性 理由及び今後の課題等

実績値
　

目標値



様式第４号 令和 7 事務事業評価表

１．事業概要

２．事業費及び人工（Plan＆Do）

３．指標及び実績値（Plan＆Do）

令和９年度

４．事業に対する評価（Check）

５．今後の方向性（Action）

評価区分 評価についてのコメント

今後の方向性 理由及び今後の課題等

実績値
　

目標値

実績値
　

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

　
目標値

12 13

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

10

11 12 14活動

指標

臨時財政対策債等と大規模事業に係る市債を除

いた新規市債の実発行額
億円

目標値 13 12

次年度へ繰越

種別 内容 単位 区分 令和3年度 令和4年度

令和7年度

実績値 11 14

1.45 0.00
補正後予算額

決算額
年度末時点

当初予算額 3,122,379 0

令和7年度

4月1日時点

2.40 0.00

令和6年度 決算見込額 3,029,892 0 令和6年度  (年度末時点） 2.40 0.00

令和5年度 決算額 3,153,382 0 令和5年度  (年度末時点）

債務負担行為設定事業

年度 区分 事業費(千円)
過年度繰越分

事業費(千円)
年度

人工

正職員 会計年度等

継続費設定事業

受益者負担の見直し

関連する市の計画等 第５次行政改革推進プラン（歳入の確保、受益者負担）

当該年度

実施事業（Plan）

指：指定事務事業

ネーミングライツに関する事務

基金の管理事務

起債事務

交付税事務

基本計画における

位置づけ

基本施策名 効率的・効果的な行財政運営の推進

施策の展開内容
多様化する市民ニーズや社会情勢の変化を的確に捉え、財源の確保と効率的かつ効果的な事業の実施に努め、持続

可能な行財政運営を進めます。

事務事業の目的

・概要

・持続可能な財政運営と世代間の公平性を保つため、基金や返済時に交付税措置のある地方債を有効に活用するほか、国・県の補助金の活用を考慮した事

業の組み立てなど、さまざまな手法による歳入の確保に努めます。

・国と地方間の税財源の配分の適正化などを国に働き掛けるほか、市のサービス提供に対する使用料・手数料などについて、定期的に見直します。

年度 （事前評価） 事業コード： 919

事業名及び

担当部署等

事務事業名 財源の確保

担当部署名 財政部　財政課



様式第２号

：

１．課の目標（部の運営方針に基づいた取組方針）

令和７年度

課の目標管理書

　歳入の根幹である市税の確保に向け、税目ごとに的確な賦課を行い、自主財源の確保に努めま

す。

　電子申告（個人市民税（給与支払報告書）、法人市民税、固定資産税（償却資産））の普及推進

に努めます。

　市民税徴収率向上に向けて、個人市民税の特別徴収を引き続き推進します。

　市税の証明書（課税（非課税）証明）のコンビニ交付について市民への周知に努めるとともに、

各種税証明書発行手数料等のキャッシュレス決済への対応についても、あわせて周知していきま

す。

課 名 課税課



様式第２号

：

１．課の目標（部の運営方針に基づいた取組方針）

令和７年度

課の目標管理書

　納付方法の拡充を図り、徴収率と納税者の利便性の向上に努めます。

　自主財源である市税を確保するため、滞納整理を強化するとともに、徴収率の向上に努めます。

・滞納処分を前提とした財産調査の実施

・相続財産清算人制度による債権の回収

・回収不可能な債権の見極めによる執行停止の強化

　公金徴収一元化を行うことで、所管課と連携し、より効率的、効果的な徴収に取り組みます。

・所管課から移管を受けた滞納者に対する、滞納処分の効率的な実施

課 名 収税課



様式第４号 令和 7 事務事業評価表

１．事業概要

２．事業費及び人工（Plan＆Do）

３．指標及び実績値（Plan＆Do）

令和９年度

４．事業に対する評価（Check）

５．今後の方向性（Action）

基本計画における

位置づけ

基本施策名 効率的・効果的な行財政運営の推進

施策の展開内容
多様化する市民ニーズや社会情勢の変化を的確に捉え、財源の確保と効率的かつ効果的な事業の実施に努め、持続

可能な行財政運営を進めます。

事務事業の目的

・概要
多様な支払い方法を取入れ納税者の利便性向上を図るとともに、滞納処分を実施し収納率の向上を図ります。

年度 事業コード： 920

事業名及び

担当部署等

事務事業名 効率的な市税の収納

担当部署名 財政部　収税課

（事前評価）

関連する市の計画等

当該年度

実施事業（Plan）

指：指定事務事業

市税の収納

市税の滞納整理

公金徴収の一元化の実施

継続費設定事業

債務負担行為設定事業

年度 区分 事業費(千円)
過年度繰越分

事業費(千円)
年度

人工

正職員 会計年度等

11.90 4.00

令和6年度 決算見込額 85,704 0 令和6年度  (年度末時点） 11.90 2.40

令和5年度 決算額 69,978 0 令和5年度  (年度末時点）

決算額
年度末時点

当初予算額 88,737 0

令和7年度

4月1日時点

活動

指標
広報やHP等の媒体で多様な納付方法の周知 回

目標値 10 10

次年度へ繰越

種別 内容 単位 区分 令和3年度 令和4年度

令和7年度

実績値 10 10

12.20 2.40
補正後予算額

10 10

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

10

10 10 10

4 4 - - -

2

活動

指標
所管課からの移管滞納者の滞納処分 件

目標値 50 50 50 50 50

活動

指標
休日納税相談（徴収率向上の為）の開催 日

目標値 4 4

実績値 2 4

50 50

実績値 47 52 51

99.20 99.20 99.20 99.30

実績値 99.04 98.95 98.92

目標値 99.00 99.10

成果

指標
滞納繰越分徴収率（徴収税額÷調定額） ％

目標値 33.38 33.39 33.40

成果

指標
市税の徴収率 ％

99.20

33.40 33.40 33.40 33.50

実績値 35.95 32.86 35.42

　
目標値

実績値

評価区分 評価についてのコメント

今後の方向性 理由及び今後の課題等

実績値
　

目標値



様式第２号

：

１．課の目標（部の運営方針に基づいた取組方針）

令和７年度

課の目標管理書

　市有建築物の工事にあたり、所管部署と連携を図りながら、建築物に求められる機能・性能を確

保できるよう適切な工事設計と工事監督業務を実施します。

　ファシリティマネジメントを推進するため、公共施設等総合管理計画及び各所管部局において策

定した個別施設計画を踏まえ、その基本方針に沿って施設の適正な管理を推進します。

　公有財産情報を一元管理することで、公有財産の有効活用と適正な管理を推進します。

　新たな広告収入の調査・研究を行います。

　契約制度を適切に運用し、さらに契約の適正化を図ります。公契約条例の運用については、公契

約審議会での議論を十分反映し、厳格に運用していきます。

課 名 資産管理課



様式第４号 令和 7 事務事業評価表

１．事業概要

指

２．事業費及び人工（Plan＆Do）

３．指標及び実績値（Plan＆Do）

令和９年度

４．事業に対する評価（Check）

５．今後の方向性（Action）

基本計画における

位置づけ

基本施策名 効率的・効果的な行財政運営の推進

施策の展開内容
多様化する市民ニーズや社会情勢の変化を的確に捉え、財源の確保と効率的かつ効果的な事業の実施に努め、持続

可能な行財政運営を進めます。

事務事業の目的

・概要

庁舎の老朽化対策として、長寿命化に向けた必要な工事や修繕を実施し、施設等の計画的な予防保全を行います。

来庁者や職員が庁舎を安全かつ快適に使用できるよう環境整備を行います。

市有地等の公有財産の適正な維持管理を行います。

市有建築物の工事監督に携わり、契約の適正な履行を確保するとともに、建築物の機能、形態及び工事費等設計段階で指導し、市有建築物として質の高い

設計を完成させます。

公共施設を包括管理することにより、経費削減と事務の効率化を図ります。

年度 事業コード： 911

事業名及び

担当部署等

事務事業名 公共施設設備の管理運営

担当部署名 財政部　資産管理課

（事前評価）

関連する市の計画等 我孫子市公共施設等総合管理計画、我孫子市役所庁舎整備計画（個別施設計画）

当該年度

実施事業（Plan）

指：指定事務事業

庁舎等の老朽化対策 庁舎他維持補修

庁舎維持管理 電話関連機器更新事業

財産管理

市有建築物の設計指導・工事監督

我孫子市役所本庁舎2階市長応接室壁等修繕

我孫子市役所外灯更新事業

継続費設定事業

公共施設等包括管理業務

議会棟維持補修

我孫子市役所本庁舎防災設備更新事業

債務負担行為設定事業
公共施設等包括管理業務委託　R3~R7年度　530,190千円、庁舎総合管理業務委託　R4～R8年度　275,978千円、低炭素設備賃貸借　H31～R10年度　303,160千円、公

共施設等包括管理業務委託（令和7年度契約分）　R7～R12年度　686,190千円、IP電話システム関連機器保守業務委託及び賃貸借　R7～R12年度　82,765千円

年度 区分 事業費(千円)
過年度繰越分

事業費(千円)
年度

人工

正職員 会計年度等

6.95 0.00

令和6年度 決算見込額 486,277 19,058 令和6年度  (年度末時点） 6.95 0.00

令和5年度 決算額 412,620 0 令和5年度  (年度末時点）

決算額
年度末時点

当初予算額 370,228 0

令和7年度

4月1日時点

活動

指標
庁舎施設等の工事の完了件数 件

目標値 6

次年度へ繰越

種別 内容 単位 区分 令和3年度 令和4年度

令和7年度

実績値 3 6

7.85 0.00
補正後予算額

7 7

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

6

6 7 7

100 100 100 100 100

100

目標値

成果

指標
庁舎施設等の工事の適正な完了率 ％

目標値 100

実績値 100 100

実績値

実績値

目標値

　
目標値

実績値

　
目標値

実績値

評価区分 評価についてのコメント

今後の方向性 理由及び今後の課題等

実績値
　

目標値



様式第４号 令和 7 事務事業評価表

１．事業概要

２．事業費及び人工（Plan＆Do）

３．指標及び実績値（Plan＆Do）

令和９年度

４．事業に対する評価（Check）

５．今後の方向性（Action）

評価区分 評価についてのコメント

今後の方向性 理由及び今後の課題等

実績値
　

目標値

実績値
　

目標値

実績値
　

目標値

　
実績値

目標値

実績値 100

活動

指標

ファシリティマネジメントに係る庁内啓発の実

施回数
回

目標値 1

実績値 1 1

活動

指標
個別施設計画の進行管理手法検討の進捗率 ％

目標値 100

1 1 1 1 1

0

100 100

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

100

100 100 100活動

指標
公共施設等の老朽化対策に係る事業の調整率 ％

目標値 100

次年度へ繰越

種別 内容 単位 区分 令和3年度 令和4年度

令和7年度

実績値 100 100

1.35 0.00
補正後予算額

決算額
年度末時点

当初予算額 0 0

令和7年度

4月1日時点

1.15 0.00

令和6年度 決算見込額 0 0 令和6年度  (年度末時点） 1.15 0.00

令和5年度 決算額 28 0 令和5年度  (年度末時点）

債務負担行為設定事業

年度 区分 事業費(千円)
過年度繰越分

事業費(千円)
年度

人工

正職員 会計年度等

継続費設定事業

公共施設マネジメントシステムの導入及び運用

湖北台地区公共施設整備事業

関連する市の計画等 我孫子市公共施設等総合管理計画、第５次行政改革推進プラン（個別施設計画の進行管理、遊休資産の活用）

当該年度

実施事業（Plan）

指：指定事務事業

我孫子市公共施設等総合管理計画の進行管理

個別施設計画の全体進行管理

公共施設等の老朽化対策に係る総合調整

公共施設等の適正な配置・管理に係る総合調整及び庁内啓発

基本計画における

位置づけ

基本施策名 効率的・効果的な行財政運営の推進

施策の展開内容
多様化する市民ニーズや社会情勢の変化を的確に捉え、財源の確保と効率的かつ効果的な事業の実施に努め、持続

可能な行財政運営を進めます。

事務事業の目的

・概要

老朽化が進む公共施設を、財政負担の平準化を図りながら適正に維持管理していくため、長寿命化につながる保全や更新を計画的に実施するとともに、人

口の推移や市民ニーズの変化に合わせて、複合化や集約化など、公共施設の最適な配置について検討します。

年度 （事前評価） 事業コード： 921

事業名及び

担当部署等

事務事業名 ファシリティマネジメントの推進

担当部署名 財政部　資産管理課


